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平成１４年３月期    個別中間財務諸表の概要 平成１３年１１月２２日
  
会 社 名 日本ミクロコーティング株式会社 登録銘柄  

コ ー ド 番 号 ５３８１  本社所在都道府県 東京都 

本 社 所 在 地 東京都昭島市武蔵野３丁目４番１号   

問 い 合 せ 先 責任者役職名 専務取締役  

 氏 名 礪 波 時 夫 ＴＥＬ（０４２）５４３－４７１１ 

中間決算取締役会開催日 平成１３年１１月２２日 中間配当制度の有無 有  ・  無 

 

１．１３年９月中間期の業績（平成13 年 4 月 1日 ～ 平成 13年 9 月 30日） 
（１）経営成績 （注）金額は百万円未満を切り捨て

 売   上   高 営  業  利  益 経  常  利  益 
 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 
13 年 9 月中間期 2,014 (△44.7) 163 (△85.1) 113 (△89.6) 
12 年 9 月中間期 3,643 (  37.0) 1,099 (  44.3) 1,088 (  64.5) 
13 年 3 月期 6,858  1,664  1,831  

 

 
中間（当期）純利益 

１株当たり中間 

（当期）純利益 
 百万円 ％ 円 銭 
13 年 9 月中間期 39 (△93.7) 7 . 61 
12 年 9 月中間期 624 (  63.5) 180 . 76 
13 年 3 月期 1,030  284 . 50 
(注)１．期中平均株式数 13年 9 月中間期 5,199,600 株 12 年 9月中間期 3,456,800株 13 年 3月期 3,623,466株 
２．会計処理の方法の変更 有  ・  無 
３．売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 

（２）配当状況 

 1 株当たり 

中間配当金 

1 株当たり 

年間配当金 

 円  銭 円  銭 
13年 9 月中間期 ― ― 
12年 9 月中間期 ― ― 
13 年 3 月期 ―          20 .00 

 

（３）財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 百万円 百万円 ％ 円 銭 
13 年 9月中間期 12,374 7,786 62.9 1,455 . 88 
12 年 9月中間期 9,620 3,267 34.0 945 . 17 
13 年 3 月期 13,520 7,899 58.4 1,772 . 53 
(注)1．期末発行済株式数  13 年 9月中間期5,348,160 株 12年 9 月中間期 3,456,800 株 13年 3 月期 4,456,800株 
2．期末自己株式数    13年 9 月中間期 6,049株  12 年 9 月中間期 － 株  13年 3 月期 40 株 

 
２．１４年３月期の業績予想（平成13 年 4 月 1日 ～ 平成 14年 3 月 31日） 

１株当たり年間配当金  売 上 高 経常利益 当期純利益 
期  末  

 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 
通 期 3,575 △273 △331 15 . 00 15 . 00 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）△61円 89 銭  （予想年間期中平均株式数による） 

店 
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平成１３年１１月２２日 

日本ミクロコーティング株式会社 

 

 

 

 

 

平成 13年度（2001 年度）中間期 
単 独 決 算 概 要 

 

 

 

  
平成 12 年 9 月中間期 
(2000 年 9 月中間期) 

 

自 平成 12年 4 月 1 日 

至 平成 12年 9 月 30日 

 
平成 13 年 9 月中間期 
(2001 年 9 月中間期) 

 

自 平成 13年 4 月 1 日 

至 平成 13年 9 月 30日 

前年中間期 

増 減 率 

 
平成 13 年 3 月期 
(2001 年 3 月期) 

 

自 平成 12年 4 月 1 日 

至 平成 13年 3 月 31日 

売 上 高 
百万円 

3,643 

百万円 

2,014 

％ 

▲ 44.7   

百万円 

6,858 

営 業 利 益 1,099 163 ▲ 85.1   1,664 

経 常 利 益 1,088 113 ▲ 89.6   1,831 

中間(当期)純利益 624 39 ▲ 93.7   1,030 

     

一 株 当 た り 

中間(当期)純利益 

円 

180.76 

円 

7.61 

％ 

▲ 95.8   

円 

284.50 
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６．個 別 財 務 諸 表  

（１） 貸 借 対 照 表   (単位：千円)

前中間会計期間末 

(平成12年９月30日現在) 

当中間会計期間末 

(平成13年９月30日現在) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成13年３月31日現在) 

期      別   

科      目 
金    額 構成比 金    額 構成比 金    額 構成比 

    ％  ％  ％ 

 (資  産  の  部)       

Ⅰ 流 動 資 産        

 １ 現 金 及 び 預 金  2,837,261  4,313,814  5,768,696  

 ２ 受 取 手 形  354,955  121,856  258,357  

 ３ 売 掛 金  2,484,816  1,383,117  2,072,064  

 ４ た な 卸 資 産  579,388  596,006  553,965  

 ５ そ の 他  200,180  312,882  319,511  

 ６ 貸 倒 引 当 金  △11,430  △4,050  △9,570  

 流 動 資 産 合 計  6,445,170 67.0 6,723,626 54.3 8,963,026 66.3 

Ⅱ 固 定 資 産        

 １ 有 形 固 定 資 産        

(1) 建 物  1,154,758  1,298,760  1,110,843  

(2) 土 地  773,419  1,270,743  1,270,743  

(3) 建 設 仮 勘 定  ―  1,059,721  322,370  

(4) そ の 他  305,695  572,024  359,790  

 有 形 固 定 資 産 合 計  2,233,872 23.2 4,201,248 34.0 3,063,747 22.6 

 ２ 無 形 固 定 資 産  17,405 0.2 37,152 0.3 40,445 0.3 

 ３ 投 資 そ の 他 の 資 産        

(1) 関 係 会 社 株 式  ―  794,246  794,246  

(2) そ の 他  927,525  631,408  673,040  

(3) 貸 倒 引 当 金  △3,420  △13,343  △13,583  

 投 資 そ の 他 の 資 産 合 計  924,105 9.6 1,412,311 11.4 1,453,703 10.8 

 固 定 資 産 合 計  3,175,383 33.0 5,650,713 45.7 4,557,896 33.7 

 資 産 合 計  9,620,553 100.0 12,374,340 100.0 13,520,922 100.0 
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(単位：千円) 

前中間会計期間末 

(平成12年９月30日現在) 

当中間会計期間末 

(平成13年９月30日現在) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成13年３月31日現在) 

期      別    

科      目 金    額 構成比 金    額 構成比 金    額 構成比 

    ％  ％  ％ 

 (負  債  の  部)       

Ⅰ 流 動 負 債        

１ 支 払 手 形  663,093  37,228  24,770  

２ 買 掛 金  631,568  453,850  962,413  

３ 短 期 借 入 金  2,028,000  600,000  1,490,000  

４ 一 年 以 内 返 済 予 定 長 期 借 入 金  370,440  489,036  344,140  

５ 未 払 法 人 税 等  480,000  2,290  598,497  

６ 賞 与 引 当 金  146,000  95,300  131,500  

７ 設 備 支 払 手 形  ―  650,665  143,142  

８ そ の 他  357,545  231,302  278,478  

流 動 負 債 合 計  4,676,646 48.6 2,559,672 20.7 3,972,942 29.4 

Ⅱ 固 定 負 債        

１ 長 期 借 入 金  1,319,230  1,639,904  1,275,040  

２ 退 職 給 付 引 当 金  96,238  108,497  102,567  

３ 役 員 退 職 慰 労 引 当 金  261,187  279,962  270,575  

固 定 負 債 合 計  1,676,655 17.4 2,028,363 16.4 1,648,182 12.2 

負 債 合 計  6,353,302 66.0 4,588,036 37.1 5,621,124 41.6 

 (資  本  の  部)       

Ⅰ 資 本 金  383,700 4.0 1,998,700 16.1 1,998,700 14.8 

Ⅱ 資 本 準 備 金  338,700 3.5 2,953,700 23.9 2,953,700 21.8 

Ⅲ 利 益 準 備 金  40,000 0.4 60,000 0.5 40,000 0.3 

Ⅳ そ の 他 の 剰 余 金        

１ 任 意 積 立 金  1,550,000  2,300,000  1,550,000  

２ 中間(当期 )未処分利益  943,847  495,314  1,349,893  

そ の 他 の 剰 余 金 合 計  2,493,847 26.0 2,795,314 22.6 2,899,893 21.4 

Ⅴ その他有価証券評価差額金  11,003 0.1 3,260 0.0 7,504 0.1 

Ⅵ 自 己 株 式  ― ― △24,670 △0.2 ― ― 

資 本 合 計  3,267,251 34.0 7,786,304 62.9 7,899,798 58.4 

負 債 ・ 資 本 合 計  9,620,553 100.0 12,374,340 100.0 13,520,922 100.0 
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（２） 損 益 計 算 書   (単位：千円)

前中間会計期間 

(自 平成12年４月１日至 平成12年９月30日) 
当中間会計期間 

(自 平成13年４月１日至 平成13年９月30日) 
前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成12年４月１日至 平成13年３月31日) 
期      別    

科      目 
金    額 百分比 金    額 百分比 金    額 百分比 

    ％  ％  ％ 

Ⅰ 売 上 高  3,643,375 100.0 2,014,643 100.0 6,858,286 100.0 

Ⅱ 売 上 原 価  1,740,197 47.8 1,094,344 54.3 3,505,721 51.1 

 売 上 総 利 益  1,903,177 52.2 920,299 45.7 3,352,565 48.9 

Ⅲ 販売費及び一般管理費  803,799 22.0 756,322 37.6 1,687,720 24.6 

 営 業 利 益  1,099,378 30.2 163,976 8.1 1,664,844 24.3 

Ⅳ 営 業 外 収 益  62,459 1.7 12,442 0.6 361,324 5.3 

Ⅴ 営 業 外 費 用  73,189 2.0 63,240 3.1 194,450 2.8 

 経 常 利 益  1,088,648 29.9 113,178 5.6 1,831,718 26.8 

Ⅵ 特 別 利 益  ― ― 5,760 0.3 ― ― 

Ⅶ 特 別 損 失  4,165 0.1 39,681 2.0 38,052 0.6 

 税引前中間(当期)純利益  1,084,483 29.8 79,256 3.9 1,793,665 26.2 

 法人税、住民税及び事業税  480,692 13.2 2,437 0.1 827,724 12.1 

 法 人 税 等 調 整 額  △21,047 △0.5 37,263 1.8 △64,942 △0.9 

 中 間 ( 当 期 ) 純 利 益  624,838 17.1 39,555 2.0 1,030,884 15.0 

 前 期 繰 越 利 益  319,009  455,758  319,009  

 中間(当期)未処分利益  943,847  495,314  1,349,893  
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項  
 
１．有価証券の評価基準及び評価方法 
子会社株式･･････移動平均法による原価法 
その他有価証券  
時価のあるもの･･････中間期末日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は部分資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ
り算定）  

時価のないもの･･････移動平均法による原価法 
 

２．デリバティブ等の評価基準及び評価方法 
デリバティブ  
時価法  

 
３．たな卸資産の評価基準及び評価方法  
商品（機械を除く）、製品、半製品、仕掛品及び原材料    総平均法に基づく原価法  
商品（機械）     個別法に基づく原価法  
貯  蔵  品      先入先出法に基づく原価法 

 
４．固定資産の減価償却の方法 
(1) 有形固定資産 

定率法  
但し、平成10 年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については定額法を採
用しております。 

(2) 無形固定資産 
定額法  
但し、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定
額法を採用しております。  

 
５．繰延資産の処理方法 

新株発行費 
支出時に全額費用処理しております。 

 
６．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 
外貨建金銭債権債務は、中間期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処
理しております。 

 
７．引当金の計上基準  
(1) 貸倒引当金 
債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率による計算額を、貸倒懸念
債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 
従業員の賞与の支給に充てるため、将来の支給見込額のうち当期の負担額を計上しております。 

(3) 退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上して
おります。なお、会計基準変更時差異は発生しておりません。 

(4) 役員退職慰労引当金 
役員の退職慰労金の支給に充てるために、商法第２８７条ノ２に規定する引当金として、社内規
定に基づく中間期末要支給額の全額を引当て計上しております。  

 
８．リース取引の処理方法  

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい
ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。  
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９．ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 
原則として繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、金利スワップについて特例処理の要件

を満たしている場合は、特例処理を採用しております。 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 
当中間会計期間にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりであります。 

ヘッジ手段･･･金利スワップ 

ヘッジ対象･･･借入金 
(3) ヘッジ方針 

デリバティブ取引に関する権限規定及び当社内規に基づき、ヘッジ対象に係る金利変動リスク

を一定の範囲内でヘッジしております。 
(4) ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計又は相場変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー

変動の累計又は相場変動を半期毎に比較し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジ有効性を評価
しております。 

但し、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。 
 

10．消費税等の処理方法 
税抜方式によっております。  
 
 

追 加 情 報 
    従来、流動資産の「その他」に含めておりました「自己株式」は、当中間期から資本に対する控除項目
として資本の部の末尾に記載しております。 
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表示方法の変更  
（中間貸借対照表関係） 
(1) 関係会社株式は総資産額の 5/100 を超えたため、区分掲記することとしました。なお、前中間期は

投資その他の資産のその他に214,677千円含まれております。 

(2) 設備支払手形は総資産額の 5/100 を超えたため、区分掲記することとしました。なお、前中間期は
流動負債の支払手形に3,137 千円含まれております。 

 

 
注 記 事 項 
（中間貸借対照表関係） 
１．担保に供している資産及びこれに対応する債務は次のとおりであります。  
(1) 担保に供している資産 

建 物 577,219千円 

構 築 物 6,596千円 
土 地 348,937千円 

投 資 有 価 証 券 77,802 千円 
 
(2) 上記に対応する債務 
短 期 借 入 金 600,000千円 

一年以内返済予定長期借入金 489,036千円 

長 期 借 入 金 1,639,904 千円 
 
２．有形固定資産の減価償却累計額        1,970,923千円 

 
３．保証債務 

次のとおり金融機関からの借入金に対し、債務保証を行っております。 

マイポックス・インターナショナル・コーポレーション  49,840 千円 
（   400 千米ﾄﾞﾙ） 

 

４．中間期末日満期手形の処理 
中間期末日満期手形は、手形交換日をもって決済処理しております。 

なお、当中間会計期間末日は金融機関の休日であったため、次の満期手形が中間期末残高に含まれて

おります。 
 

受 取 手 形 23,537 千円 

 
（中間損益計算書関係） 
１．営業外収益のうち主要なもの   
受 取 利 息 5,025千円 

  

２．営業外費用のうち主要なもの   
支 払 利 息 12,929 千円 

  

３．特別損失のうち主要なもの  
投 資 有 価 証 券 評 価 損 27,195 千円 
固 定 資 産 除 却 損 7,986千円 
ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 4,500千円 

  
４．減価償却実施額   
有 形 固 定 資 産 116,894千円 
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Ⅰ  リース取引関係  

前中間会計期間 

(自 平成12年４月１日至 平成12年９月30日) 
当中間会計期間 

(自 平成13年４月１日至 平成13年９月30日) 
前事業年度 

(自 平成12年４月１日至 平成13年３月31日) 
１．リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外の
ファイナンス・リース取引に係

る注記 
(1) リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

 取得価額相 当 額
減価償却累
計額相当額

中 間 期 末
残高相当額

機械装置 
及 び 
運 搬 具 

千円 

108,552 

千円 

72,414 

千円 

36,138 

そ の 他 
( 工具器 
具備品 ) 

135,501 58,566 76,934 

そ の 他 
(ｿﾌﾄｳｪｱ) 9,862 1,688 8,173 

合 計 253,916 132,669 121,246 
  

１．リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外の
ファイナンス・リース取引に係

る注記 
(1) リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

 取得価額相 当 額
減価償却累
計額相当額

中 間 期 末
残高相当額

機械装置 
及 び 
運 搬 具 

千円 

140,560 

千円 

90,458 

千円 

50,101 

そ の 他 
( 工具器 
具備品 ) 

123,960 71,658 52,302 

そ の 他 
(ｿﾌﾄｳｪｱ) 9,862 3,421 6,440 

合 計 274,383 165,538 108,844 
 

１．リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外の
ファイナンス・リース取引に係

る注記 
(1) リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

 取得価額相 当 額
減価償却累
計額相当額

期 末 残 高
相 当 額

機械装置 
及 び 
運 搬 具 

千円 

151,868 

千円 

87,156 

千円 

64,710 

そ の 他 
( 工具器 
具備品 ) 

130,160 64,382 65,778 

そ の 他 
(ｿﾌﾄｳｪｱ) 9,862 2,555 7,306 

合 計 291,891 154,094 137,795 
 

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 
１ 年 内 52,593千円
１ 年 超 77,293 

合 計 129,887 
 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 
１ 年 内 38,965千円
１ 年 超 74,411 

合 計 113,376 
 

(2) 未経過リース料期末残高相当

額 
１ 年 内 47,733千円
１ 年 超 95,230 

合 計 142,963 
 

(3) 支払リース料、減価償却費相当
額及び支払利息相当額 
支 払 リ ー ス 料 31,351千円 

減価償却費相当額 24,939 

支払利息相当額 3,253 
 

(3) 支払リース料、減価償却費相当
額及び支払利息相当額 
支 払 リ ー ス 料 29,787千円

減価償却費相当額 26,270 

支払利息相当額 3,030 
 

(3) 支払リース料、減価償却費相当
額及び支払利息相当額 
支 払 リ ー ス 料 56,086千円 

減価償却費相当額 49,589 

支払利息相当額 6,264 
 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、
残存価額を零とする定額法によ
っております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同  左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同  左 

(5) 利息相当額の算定方法 
 リース料総額とリース物件の
取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法
については、利息法によってお
ります。 

(5) 利息相当額の算定方法 
同  左 

(5) 利息相当額の算定方法 
同  左 

２．オペレーティング・リース取引 
未経過リース料 
１ 年 内 3,111千円

１ 年 超 ― 

合 計 3,111 
 

２． 
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Ⅱ  有価証券  

当中間会計期間、前中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式で時価のあるものは

ありません。  


